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　　この「財政状況」は、市民の皆さんに市財政の状況をお知らせすることによって、市

財政の実態と市の主要施策等についてご理解を深めていただき、今後の市政の発展に

ついてご協力を得るため、市の条例に基づいて年2回定期的に公表しているものです。

　　今回は、令和7年度の当初予算と令和6年度下半期の補正予算の概要及び予算の

執行状況等について、そのあらましをお知らせします。

宇土市長　　元　松　茂　樹

ま　　え　　が　　き

令和7年6月2日
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歳入 　 （単位：千円） 令和7年4月1日現在

 地方交付税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,080,000

 市税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,290,708

 国庫支出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 3,864,707

 繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,699,769

 市債 2,344,700

 県支出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,808,683

 その他 2,891,433

 地方消費税交付金　　　　　　　　　　　　　　　　 862,000

 寄附金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 700,015

 諸収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 540,215

 使用料及び手数料　　　　　　　　　　　　　　　　 239,197

 分担金及び負担金　　　　　　　　　　　　　　　　 215,511

 地方譲与税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 149,595

 法人事業税交付金 61,600

 地方特例交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　 45,001

 財産収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 18,497

 環境性能割交付金 17,700

 配当割交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 13,800

 株式等譲渡所得割交付金　　　　　　　　　　　　　 12,600

 ゴルフ場利用税交付金　　　　　　　　　　　　　　 9,400

 交通安全対策特別交付金　　　　　　　　　　　　　 5,500

 利子割交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 800

 繰越金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1

 旧自動車取得税交付金 1

 合　　　計 22,980,000

歳出 　 （単位：千円）

 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,437,571

 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,735,648

 公債費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,371,815

 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,268,890

 土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,952,726

 農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,636,900

 商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,314,107

 衛生費　　 1,292,507

 その他 969,836

 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 733,775

 議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 186,056

 予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 50,000

 災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4

 諸支出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1

 合　　　計 22,980,000

　　※端数処理のため、グラフにある数値の合計が100%にならない場合があります。

令和7年度一般会計当初予算款別表

　市の予算のおおまかな構成がわかるように、一般会計の当初予算を、予算上の
大分類である「款」ごとに分類しています。

そ
の
他
の
内
訳

そ
の
他
の
内
訳

地方交付税
22.1%

市税
18.7%

国庫支出金
16.8%

繰入金
11.7%

市債
10.2%

県支出金
7.9%

その他
12.6%

民生費
36.7%

教育費
11.9%

公債費
10.3%

総務費
10.0%

土木費
8.5%

農林水産業費
7.1%

商工費
5.7%

衛生費
5.6%

その他
4.2%
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　市の予算は、必要に応じて増額又は減額の補正を行います。この表は、予算の補正状況をまとめたものです。

 （単位：千円）

会計名
令和6年
10月1日

現在予算額

令和6年
10月1日

補正額（専決）

令和6年
12月16日
補正額

令和7年
1月20日

補正額（臨時会）

令和7年
3月19日
補正額

令和7年
3月19日

補正額（専決）

令和6年度
最終予算額

一般会計 23,982,201 20,179 202,111 448,390 ▲ 1,114,840 21,725 23,559,766

国民健康保険特別会計 4,560,520 2,045 ▲ 40,076 4,522,489

北段原土地区画整理事業特別会計 1 1

介護保険特別会計 3,965,468 3,288 3,957 55,391 4,028,104

後期高齢者医療特別会計 628,662 ▲ 14,255 614,407

入学準備祝金給付基金特別会計 1,312 ▲ 695 617

水道事業会計（収益的収入） 737,420 ▲ 8,163 729,257

水道事業会計（収益的支出） 691,604 8,500 2,972 ▲ 21,545 681,531

水道事業会計（資本的収入） 101,339 101,339

水道事業会計（資本的支出） 326,687 ▲ 4,000 322,687

下水道事業会計（収益的収入） 1,076,303 ▲ 1,865 1,074,438

下水道事業会計（収益的支出） 1,064,143 3,900 1,536 ▲ 20,517 1,049,062

下水道事業会計（資本的収入） 348,705 ▲ 71,164 277,541

下水道事業会計（資本的支出） 647,894 486 ▲ 75,428 572,952

合　　　計 38,132,259 20,179 217,799 459,386 ▲ 1,317,157 21,725 37,534,191

※地方自治体の予算は、議会の議決により定められますが、一定の要件を満たせば法の定めにより市長が専決することができます。

令和6年度下半期における補正予算の状況

3



歳入 　 （単位：千円） 令和7年3月31日現在

 地方交付税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5,343,988

 国庫支出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,569,373

 市税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 4,160,224

 市債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,413,190

 繰入金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,994,240

 県支出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,882,717

 その他 3,196,034

 地方消費税交付金　　　　　　　　　　　　　　　　834,700

 寄附金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 720,709

 諸収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 464,731

 繰越金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 294,466

 使用料及び手数料　　　　　　　　　　　　　　　　243,432

 地方特例交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　196,573

 分担金及び負担金　　　　　　　　　　　　　　　　162,717

 地方譲与税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 157,740

 法人事業税交付金 51,900

 財産収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 19,965

 環境性能割交付金 14,200

 株式等譲渡所得割交付金　　　　　　　　　　　　　11,900

 ゴルフ場利用税交付金　　　　　　　　　　　　　　 8,800

 配当割交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,000

 交通安全対策特別交付金　　　　　　　　　　　　　5,500

 利子割交付金　　　　　　　　　　　　　　　　　　 700

 旧自動車取得税交付金 1

23,559,766

歳出 　 （単位：千円）

 民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 8,868,800

 総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,488,552

 公債費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,409,372

 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,188,432

 農林水産業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,935,603

 土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,841,669

 商工費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,505,743

 その他 2,321,595

 衛生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,169,682

 消防費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 928,810

 議会費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 183,806

 予備費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 32,167

 災害復旧費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 7,129

 諸支出金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1 　　※端数処理のため、グラフにある数値の合計が100%にならない場合があります。

23,559,766 合　　　計

令和6年度一般会計現計予算款別表

　「令和7年度一般会計当初予算款別表」では当初予算を分類していますが、この表は予算の補正を
行った後の予算について、予算上の大分類である「款」ごとに分類しています。

そ
の
他
の
内
訳

 合　　　計

そ
の
他
の
内
訳

地方交付税
22.8%

国庫支出金
19.5%

市税
17.8%

市債
10.3%

繰入金
8.5%

県支出金
8.0% その他

13.1%

民生費
37.6%

総務費
10.6%

公債費
10.2%

教育費
9.3%

農林水産業費
8.2%

土木費
7.8%

商工費
6.4% その他

9.9%
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現計予算額 A 収入済額 B B/A(%) 現計予算額 A 支出済額 B B/A(%)

1 市税 4,160,224 3,905,689 93.9 1 議会費 183,806 177,027 96.3

2 地方譲与税 157,740 155,086 98.3 2 総務費 2,488,552 1,949,276 78.3

3 利子割交付金 700 1,333 190.4 3 民生費 8,868,800 7,250,228 81.7

4 配当割交付金 8,000 15,887 198.6 4 衛生費 1,169,682 983,965 84.1

5 株式等譲渡所得割交付金 11,900 26,634 223.8 5 農林水産業費 1,935,603 1,035,486 53.5

6 法人事業税交付金 51,900 63,917 123.2 6 商工費 1,505,743 1,069,735 71.0

7 地方消費税交付金 834,700 925,087 110.8 7 土木費 1,841,669 883,525 48.0

8 ゴルフ場利用税交付金 8,800 9,683 110.0 8 消防費 928,810 763,854 82.2

9 環境性能割交付金 14,200 16,934 119.3 9 教育費 2,188,432 1,689,791 77.2

10 地方特例交付金 196,573 200,411 102.0 10 災害復旧費 7,129 6,188 86.8

11 地方交付税 5,343,988 5,388,132 100.8 11 公債費 2,409,372 2,408,693 100.0

12 交通安全対策特別交付金 5,500 3,375 61.4 12 諸支出金 1 0 0.0

13 分担金及び負担金 162,717 88,023 54.1 13 予備費 32,167 0 0.0

14 使用料及び手数料 243,432 219,511 90.2

15 国庫支出金 4,569,373 3,613,117 79.1

16 県支出金 1,882,717 1,040,382 55.3

17 財産収入 19,965 20,065 100.5

18 寄附金 720,709 624,623 86.7

19 繰入金 1,994,240 519,096 26.0

20 繰越金 294,466 294,467 100.0

21 諸収入 464,731 338,700 72.9

22 市債 2,413,190 0 0.0

23 旧自動車取得税交付金 1 0 0.0

23,559,766 17,470,152 74.2 23,559,766 18,217,768 77.3歳入合計 歳出合計

款 款

令和6年度一般会計収支状況調

令和7年3月31日現在
　この表は、予算上の大分類である「款」ごとの収入額と支出額を集計しています。

（単位：千円）

歳入 歳出
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現計予算額 収入済額
収入率
（％）

支出済額
執行率
（％）

4,522,489 3,800,991 84.0 4,160,411 92.0

1 0 0.0 0 0.0

4,028,104 3,362,456 83.5 3,512,718 87.2

614,407 582,261 94.8 526,186 85.6

617 616 99.8 616 99.8

収益的収入 729,257 718,383 98.5

収益的支出 681,531 624,268 91.6

資本的収入 101,339 110,828 109.4

資本的支出 322,687 318,907 98.8

収益的収入 1,074,438 1,082,992 100.8

収益的支出 1,049,062 972,272 92.7

資本的収入 277,541 186,753 67.3

資本的支出 572,952 482,644 84.2

下
水
道
事
業

後期高齢者医療特別会計

入学準備祝金給付基金特別会計

水
道
事
業

介護保険特別会計

令和6年度特別会計収支状況調

令和7年3月31日現在

（単位：千円）

　特別会計とは、特定の事業を行う場合又は特定の収入で事業を行う場合に、経理を他の会計と区別する必要があるため、法律や条例に基づ
いて設置しているものです。この表では、特別会計の予算と収支をまとめました。

北段原土地区画整理事業特別会計

特別会計名

国民健康保険特別会計
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年度別 区分 員数 　 　

人口 （人） 36,463 　

世帯 15,889

人口 （人） 36,270

世帯 16,056

人口 （人） 35,974

世帯 16,232

　

一人当たり 一世帯当たり 一人当たり 一世帯当たり 一人当たり 一世帯当たり

（千円） （円） （円） （千円） （円） （円） （千円） （円） （円）

R4年度調定 3,516,959 96,453 221,346 1,429,399 39,201 89,962 2,087,560 57,251 131,384

R5年度調定 3,560,932 98,178 221,782 1,450,602 39,995 90,346 2,110,330 58,184 131,436

R6年度調定 3,550,501 98,696 218,735 1,416,287 39,370 87,253 2,134,214 59,327 131,482

　
一人当たり 一世帯当たり 　

（千円） （円） （円） 　
R4年度決算 21,922,240 601,219 1,379,712 令和7年6月2日発行

R5年度決算 22,102,267 609,381 1,376,574

R6年度決算 21,977,330 610,923 1,353,951

市民税
平均負担

支出総額年度別比較表

　※市民税（法人を除く）及び固定資産税（交付金、納付金を除く）は、現年度分を計上

※R6年度決算は見込額

平均額
支出額　　　区分

 年度

支出総額年度別比較表

　市が課税する税金（市民税・固定資産税）の一世帯当たり、又は一人当たりの平均負担額を説明します。

市税平均負担

住民の負担状況

　

市税

R4

R5

　　市税の平均負担年度別比較表

　　　区分

 年度

R6
　※人口及び世帯数は、毎年度末3月31日現在

　

固定資産税市民税

市税の内訳

固定資産税
平均負担

96,453
98,178 98,696

221,346 221,782
218,735

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

R4年度調定 R5年度調定 R6年度調定

円 一人当たり

一世帯当たり

601,219 609,381 610,923

1,379,712 1,376,574
1,353,951

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

R4年度決算 R5年度決算 R6年度決算

円 一人当たり

一世帯当たり
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普通会計　令和6年度末現在高 （単位：千円） 令和6年10月1日～令和7年3月31日 （単位：千円）

現在高 備考 借入先 金額（千円） 利率 借入期間

1 政府資金 15,393,265

（１）財政融資資金 15,357,879

（２）郵貯資金 26,152

（３）簡保資金 9,234

2 市場公募債 0

3 銀行 1,277,661

4 その他の金融機関 866,671

5 保険会社等 0

6 地方公共団体金融機構 3,317,194

7 共済等 137,000

8 国の予算貸付 0

9 その他 342,076

21,333,867 合計 0

　 　

一時借入金の状況

借入先

合計

地方債の状況

「一時借入金」とは、市の資金を運用する際に一時的に資金が不足した時に、金融
機関から借り入れるお金です。

地方債（市の借金）の残高と借入先の一覧です。

対象期間内の一時借入金なし
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　この表は、市が所有する財産の内訳をまとめています。

土地及び建物 主な物品 （単位：台）

区分 台数 摘要

土地 建物 土地 建物 乗用自動車 15
うちハイブリッドカー7台
うち低公害車8台

（地積）㎡ （延）  ㎡ （地積）㎡ （延）  ㎡ 貨物自動車 15 うち低公害車8台

7,248 8,603 マイクロバス 2

1,047 788 消防自動車 35 うち低公害車1台

小学校 137,051 33,367 消防指令車 1 うち低公害車1台

中学校 83,302 16,842 消防広報車 1

公営住宅 83,607 46,579 交通パトロール車 1 うち低公害車1台

公園 236,778 333 道路パトロール車 1 うち低公害車1台

その他 536,928 44,814 軽自動車      乗用 36
うちハイブリッドカー5台
うち低公害車26台

7,317 66 軽自動車      貨物 12 うち低公害車5台

24,556 単車 9

32,421 337 フォークリフト 1

1,093,278 151,392 56,977 337 計 129

有価証券 （単位：千円）

額面金額

140

140

市有財産の状況

令和7年3月31日現在

区分

計

区分

熊本放送株券

行政財産 普通財産

山林

その他

計

本庁舎

支所

公
共
用
財
産

古墳
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区分 額面金額 金額
熊本県栽培漁業協会 2,825 3,659,351

熊本県農業信用基金協会 3,630 651,827

熊本県信用保証協会 25,700 4,427,630

熊本県漁業信用基金協会 5,600 地域福祉基金 107,844

熊本県畜産開発公社 170 国民健康保険財政調整基金 87,183

熊本県中小企業設備貸与公社 170 まちづくり基金 31,862
熊本県農業共済組合連合会 960 ふるさとづくり基金 17,022
宇土市社会福祉事業団 3,000 青少年健全育成基金 3,885

熊本県農地管理公社 379 美術品等取得基金 383

熊本県林業公社 100 芸術文化振興基金 11,432
熊本県中小企業振興公社 260 入学準備祝金給付基金 17,599

熊本県農業後継者育成基金 2,349 敬老福祉基金 9,852
熊本県林業従事者育成基金 2,180 庁舎建設等基金 987,248
熊本県角膜・腎臓バンク協会 1,815 スポーツ振興基金 8,309

緑川森林組合 3,070 中山間ふるさと・水と土保全基金 10,177
熊本さわやか長寿財団 1,814 宇土マリーナ施設整備基金 1,825

砂防フロンティア整備推進機構 34 浄化槽設置事業基金 512
熊本県暴力追放協議会 840 介護保険基金 816,761
熊本県雇用環境整備協会 3,300 老人福祉センター施設整備基金 4,556
熊本テクノポリス財団 1,000 地域資源を活用した作品展示施設等整備基金 3,498
熊本県環境整備事業団 27 　 地域環境整備基金 0

宇土市土地開発公社 1,000 市有施設整備基金 1,631,005

宇城ふるさと市町村圏基金 199,992 森林環境譲与税基金 17,901

地方公共団体金融機構 2,500 健康福祉館施設整備基金 0
熊本県漁業信用基金協会 32 ふるさと宇土応援基金 499,547
上天草・宇城水道企業団 1,587,711 平成28年熊本地震復興基金 148,769

計 1,850,458 新型コロナウイルス感染症金融対策基金 10,238
新型コロナウイルス感染症対策農林漁業経営安定支援基金 222

8,738,808
※

※

出資による権利 基金の状況

　市は、一定の事業を営む法人又は組合に対する設立の助成又は財産的援
助の目的や、財産保有の手段として特定の法人又は組合にその資本金や基
金の一部として出資しています。

　市は、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金
を運用するため、次の基金を積み立てています。基金には、安定した財政運営
が可能となる効果があります。

令和7年3月31日現在　（単位：千円） 令和7年3月31日現在　（単位：千円）

財政調整基金は、年度間の調整を行い、財政の健全な運営を図ることを目的と
するものです。

減債基金は、市債の返還（公債費）の財源として積み立てているものです。
その他、特定目的金として、その設置目的のみの事業財源として積み立て
ている基金があります。

減債基金
その他特定目的基金

区分
財政調整基金

内
訳

計
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この表は、令和6年度の現計予算（予算の補正を行った後の予算）と令和7年度の予算を、経費の性質別に分類しています。

（単位：千円）

1 人件費 2,832,616

2 扶助費 6,398,666

3 公債費 2,409,359

4 物件費 2,511,699

5 維持補修費 241,684

6 補助費等 2,309,136

7 繰出金 1,715,561

8 補助建設事業費 1,627,540

9 単独建設事業費 2,391,094

10 県営事業等負担金 292,479

11 災害復旧事業費 11,004

12 積立金 753,835

13 投資及び出資金 15,093

14 予備費 50,000

23,559,766

（単位：千円）

1 人件費 2,906,967

2 扶助費 5,961,251

3 公債費 2,371,802

4 物件費 3,334,850

5 維持補修費 206,566

6 補助費等 2,259,080

7 繰出金 1,760,522

8 補助建設事業費 1,013,678

9 単独建設事業費 2,272,049

10 県営事業等負担金 455,692

11 災害復旧事業費 4

12 積立金 387,539

13 予備費 50,000

22,980,000

　　※端数処理のため、グラフにある数値の合計が100%にならない場合があります。

令和6年度現計予算及び現年度予算一般会計性質別分析表

令和6年度 現計予算

合計

令和7年度 当初予算

合計

人件費
12.0%

扶助費
27.2%

公債費
10.2%

物件費
10.7%

維持補修費
1.0%

補助費等
9.8%

繰出金
7.3%

補助建設事業費
6.9%

単独建設事業費
10.1%

県営事業等負担金
1.2%

災害復旧事業費
0.1%

積立金
3.2%

投資及び出資金
0.1%

予備費
0.2%

令和6年度

現計予算

人件費
12.6%

扶助費
25.9%

公債費
10.3%

物件費
14.5%維持補修費

0.9%

補助費等
9.8%

繰出金
7.7%

補助建設事業費
4.4%

単独建設事業費
9.9%

県営事業等負担金
2.0%

災害復旧事業費
0.1%

積立金
1.7%

予備費
0.2%令和7年度

当初予算
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　　財政状況報告書で使用している財政に関する専門用語の説明をしています。

項目 説明

 市税 市が課税する税で、「市民税」、「固定資産税」、「軽自動車税」、「市たばこ税」の合計です。

 地方譲与税
国が国税として徴収し、一定の基準により地方公共団体に譲与されるものです。
なお、対象となる国税は、地方揮発油譲与税や自動車重量税等があります。

 地方交付税
次の２つの目的で国税の収入を一定の割合で地方公共団体に配布するものです。
①地方公共団体間の財政力格差の調整　②国の事務の執行や行政水準確保のために要する財源を確保するため

 国庫支出金 国から地方公共団体に支出される「補助金」「負担金」「委託金」です。

 県支出金 県から県内市町村に支出される「補助金」「負担金」「委託金」です。

 市債 市が銀行や国等から借り入れた借金です。将来にわたる負担の平準化のためにも、市は市債を借り入れています。

 議会費 市議会の運営、議員の報酬や調査活動に使われる費用です。

 総務費 全般的な管理事務、徴税、選挙、財務事務、職員の人件費、広報誌の発行等に要する費用です。

 民生費 子育て支援や高齢者福祉等、市民の生活と社会生活の保障（社会福祉等）に使われる費用です。

 衛生費 市民の健康管理、ごみの収集や処理等、市民が健康で衛生的な生活を送るために使われる費用です。

 農林水産業費 農林水産業の指導育成や支援、生産基盤整備等、農業、漁業、林業の振興に使われる費用です。

 商工費 商工業の支援やイベント等、商業や工業の振興、観光事業等に使われる費用です。

 土木費 道路、公園の整備や市営住宅の建設・市街地再開発等に使われる費用です。

 消防費 消防団の運営、防火水槽や防災行政無線の整備等、火災や自然災害への対策等に使われる費用です。

 教育費 小・中学校や幼稚園の運営、学校建設等の教育環境の整備や生涯学習の支援等のために使われる費用です。

 公債費 市債を返済するための経費です。

 行政財産
市が行政上の目的のために所有しているもので、庁舎など市がその事務や事業に直接使用するものと、市道など市民が使用するも
のなどがあります。

 普通財産 行政財産以外の一切の市有財産をいいます。普通財産は、特定の行政目的に直ちに用いられることはありません。

用語解説
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